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平成 25 年 5 月 9 日 

労働者健康福祉機構 

 

産業保健推進センターの集約化の推移とその影響 

１ 集約化の推移 

～22 年度  23 年度  24 年度  25 年度 

47 推進センター 
⇒ 

41 推進センター 
⇒ 

31 推進センター 
⇒ 

15 推進センター 

 6 連絡事務所 16 連絡事務所 32 連絡事務所 

 

 

 

メンタルヘルス対策支援センター事業(毎年度受託)においても、相談員（精神科医等）及

び促進員（社会保険労務士・産業カウンセラー等）を委嘱し、職場のメンタルヘルス対策

について、事業場からの相談への対応及び事業場への訪問支援を行っている。 

 

  産業保健推進センター 産業保健推進連絡事務所 

業
務
内
容 

【事業部門】 【事業部門】 

地域の事業場・産業保健スタッフ等への

研修・相談・情報提供等の産業支援サー

ビス 

地域の事業場・産業保健スタッフ等への研

修・相談・情報提供等の産業支援サービス 

連絡事務所における研修開催等の支援   

【事務管理】   

・事業実績の各種本部報告   

・予算の執行管理   

・会議室使用料、謝金、旅費等の支払等

の事務 
  

連絡事務所の経理等の事務管理を 

集約化し、一元的に処理 
  

職
員
の
配
置 

所長（非常勤） 代表（非常勤） 

副所長 産業保健推進員（嘱託職員） 

業務課長   

係長   

課員   

専
門
ス
タ
ッ
フ 

相談員（所長又は代表が委嘱） 

・計 1,231 名（平成 24 年度） 

・このうち医師は、320 名、保健師は 85 名（平成 24 年度） 

・産業医学分野、保健指導分野、労働衛生工学分野、労働関係法令分野、メンタ

ルヘルス分野、カウンセリング分野において専門的な相談への対応・専門的研

修の講師等を担当。 

支  援  

 

一元化  

資料５ 
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２ 推進員（嘱託職員）の状況 

・推進員の前職（連絡事務所設置当時） 

23 年度(新規 6 県) 自治体職員 ２名、民間企業衛生管理者経験者 ３名、その他民間 １名 

24 年度(新規 10 県) 自治体職員 ３名、民間企業衛生管理者経験者 ３名、その他民間 ４名 

・集約化が始まって以後 2 年間で、16 カ所の連絡事務所のうち、7 カ所の推進員がすでに交代してい 

る。（推進員就任後 1 年以内 5 カ所、就任後１年～2 年以内 2 カ所。） 

（秋田２４、山梨２４、長野２４、鳥取２３、島根２４、高知２４、沖縄２４） 

 

３ 連絡事務所および支援センターへのヒアリング結果(抜粋) 

・ そもそも公的書類の作成方法がわからず、所内の誰にも教えて貰えず、大変戸惑った。 

・ 推進員はセンターの副所長と同じく、産業保健推進のための活動には多数の関係機関に協力を得る必

要があるが、調整にあたっては、着任前からの関係もなく、関係機関との調整方法、協力要請方法も

わからないため、手探り状態から始めざるを得なかった。 

・ たとえば、労働局においても連絡事務所についての理解が十分でない担当者もいて、なかなか協力が

得られず困っている。 

・ 一人で業務運営を行うだけでも大変なうえに、非常勤職員等の人事管理もしなければならず、相談で

きる相手が身近にいないため、孤立無援である。 

・ 支援センターは他県であり、しかも大規模県で都会のため、支援センターに相談しても、地域事情は

なかなか理解してもらえない。 

・ 同じ県内とはいえ、センター所在地以外の都市（地域）で研修会を開催する際等には、事務所の留守

番要員にどこまで任せることができるか、研修会開催用務の人手もぎりぎりで、支援センターから応

援に来ていただいたとしても負担が大きい。このため、以前の研修会を踏襲して開催件数をこなすの

がやっとで、内容を更新した新しい研修を企画することができない。 

・ 支援センターとしては、経理処理はともかく、他県の県内事情を理解しないままどこまで支援すれば

いいのか判断に迷う。毎回運営協議会には出席するが、他県であり、どこまで介入すべきか迷う。 

・ 両県で協力して事業を実施するというのは、地域事情が異なるため現実的でない。 

 

４ 集約化前後の研修実施件数の増減 

 22 年度研修件数 24 年度研修件数 増減率 

24 年度まで推進センター維持(31 ヶ所) 平均１０７件 平均１２２件 １９．６％ 

24 年度までに連絡事務所化(16 ヶ所) 平均 ８４件 平均 ７９件 －６．０％ 

合 計 平均 ９９件 平均１１１件 １２．０％ 

 

５ 平成 24 年度産業保健推進センター利用者アンケート結果(抜粋)  

・ 連絡事務所になり、図書の貸し出しがなくなったが、困っている。 

・ 産業保健関係の図書・DVD 等について 1 度に閲覧できる場所は産業保健推進センターしかなく、必

要な図書の選定する際に助かっている。 

・ 有料でも構わないので、図書・DVD 等の貸出しをしてほしい。 


